
第1回長野県多文化共生推進本部会議

資料２ 県内の外国人数の状況について
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長野県の在留外国人の状況（概要）

2※ １外国人の人口：法務省「在留外国人統計」（毎年6月末・12月末） ※２日本人の人口：長野県毎月人口動態調査（毎月1月1日時点）

合計
46,850人

合計
46,850人

46,850人（前年比＋3,775人、8.4％増）
※１法務省「在留外国人統計」：令和６年(2024年)12月末

県総人口に占める在留外国人の割合

10年前との比較

約1.5倍の増加
※ １平成26年（2014年）12月末と
令和６年(2024年)12月末の比較

在留外国人数

全国との比較

18番目
※ １R6.12月末

在留資格別 ※１令和６年(2024年)12月末

国籍・地域 ※１令和６年(2024年)12月末年代別 ※１令和６年(2024年)12月末

10代以下の詳細

約2.4％（10年前と比較して、+0.9％増）
※１R6.12時点 ※ 2 R7.1時点

合計
46,850人

年代 人数

０～４ 753

５～９ 823

10~14 944

15~19 1,825

合計 4,345
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3
長野労働局「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ」（令和６年10月末時点）を基に労働雇用課作成 ※総務省統計局「労働力調査」（年平均）を基に算出

27,834人（前年比＋2,941人、11.8％増）

働いている人に占める外国人の割合 令和６年10月末時点

10年前との比較 令和６年10月末時点

約2.4倍の増加
平成26年（2014年）10月末(11,364人）と
令和６年(2024年)10月末の比較

外国人労働者数 令和６年10月末時点 主な業種別の外国人労働者国籍別割合 令和６年10月末時点

主な国籍別の外国人労働者の在留資格別人数・割合 令和６年10月末時点外国人雇用の推移

約2.5％（10年前と比較して、1.5ポイント増）（※）
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長野県の外国人労働者の状況（概要）
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専門的・技術的分野の在留資格計 特定活動 技能実習 資格外活動 身分に基づく在留資格
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2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

在留外国人数【①】 30,748 31,458 32,583 34,142 36,526 38,446 36,530 35,673 39,248 43,075 46,850

県総人口【②】 2,105,187 2,096,272 2,084,883 2,073,169 2,061,053 2,046,660 2,044,780 2,029,541 2,016,467 2,000,991 1,985,513

割合【①/②】 1.5 1.5 1.6 1.6 1.8 1.9 1.8 1.8 1.9 2.2 2.4
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2,000,000

2,500,000

長野県の総人口及び外国人数の推移

• 長野県内の在留外国人数は、令和６年(2024年)12月末時点で46,850人（前年比＋3,775人、
8.4％増）で、10年前と比較して約1.5倍に増加。

• 県総人口は減少する一方で、外国人数は増加しているため、総人口に占める割合は増加傾向にあり、
令和６年(2024年)12月末時点で、約2.4％（10年前と比較して＋0.9％）を占めている。
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（人）

※法務省「在留外国人統計」 令和６年（2024年）12月末時点

（％）



長野県の外国人に関する基礎データ（全国との比較）

※在留外国人数：法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）12月末時点
都道府県別の総人口：総務省統計局 人口推計 令和６年（2024年）10月1日現在

• 本県の在留外国人数は、令和６年(2024年)12月末時点で、全国18番目。

• また本県は、全国と比較して、身分系在留資格者※の割合が47％(６番目)と比較的高い。
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身分系【②】 就労系＋その他 身分系(②) 就労系＋その他

1 東京都 738,946 5.2 250,023 488,923 34 25 新潟県 24,283 1.2 7,324 16,959 30

2 愛知県 333,564 3.8 85,543 248,021 26 26 山梨県 23,691 3.0 10,258 13,433 43

3 大阪府 331,733 4.4 166,063 165,670 50 27 山口県 21,581 1.7 4,043 17,538 19

4 神奈川県 292,450 3.2 132,621 159,829 45 28 石川県 21,151 1.9 5,550 15,601 26

5 埼玉県 262,382 3.6 107,343 155,039 41 29 大分県 20,330 1.9 3,138 17,192 15

6 千葉県 231,614 3.7 87,298 144,316 38 30 福島県 20,022 1.1 6,597 13,425 33

7 兵庫県 142,676 2.7 39,354 103,322 28 31 福井県 19,898 2.7 8,486 11,412 43

8 静岡県 124,281 3.5 70,962 53,319 57 32 香川県 19,607 2.1 4,721 14,886 24

9 福岡県 113,159 2.2 24,094 89,065 21 33 奈良県 19,257 1.5 5,160 14,097 27

10 茨城県 102,549 3.7 35,132 67,417 34 34 鹿児島県 18,972 1.2 3,777 15,195 20

11 京都府 83,914 3.3 15,226 68,688 18 35 愛媛県 18,687 1.5 3,172 15,515 17

12 群馬県 83,430 4.4 38,075 45,355 46 36 長崎県 15,692 1.3 2,760 12,932 18

13 岐阜県 74,750 3.9 35,619 39,131 48 37 宮崎県 11,511 1.1 1,837 9,674 16

14 三重県 68,804 4.0 33,790 35,014 49 38 岩手県 11,366 1.0 2,681 8,685 24

15 広島県 67,837 2.5 20,008 47,829 29 39 佐賀県 11,358 1.4 1,722 9,636 15

16 北海道 67,484 1.3 9,758 57,726 14 40 島根県 11,089 1.7 5,673 5,416 51

17 栃木県 56,983 3.0 22,331 34,652 39 41 山形県 10,535 1.0 3,797 6,738 36

18 長野県 46,850 2.4 21,858 24,992 47 42 和歌山県 10,144 1.2 2,859 7,285 28

19 滋賀県 42,960 3.1 18,592 24,368 43 43 徳島県 8,907 1.3 2,011 6,896 23

20 岡山県 38,886 2.1 8,231 30,655 21 44 青森県 8,603 0.7 1,798 6,805 21

21 宮城県 29,878 1.3 7,396 22,482 25 45 高知県 6,848 1.0 1,414 5,434 21

22 熊本県 29,385 1.7 4,953 24,432 17 46 鳥取県 6,068 1.1 1,438 4,630 24

23 沖縄県 29,384 2.0 9,752 19,632 33 47 秋田県 5,851 0.7 1,670 4,181 29

24 富山県 24,314 2.4 9,455 14,859 39 - 未定・不詳 5,313 684 4,629 13

都道府県
在留外国人数

(①)

総数内訳 身分系割合

（％）

【②/①】
順位 都道府県

在留外国人数

【①】

総数内訳 身分系割合

（％）

【②/①】
順位

総人口に占める①

の割合（％）

総人口に占める①

の割合（％）

※身分系在留資格者：永住者、定住者、
日本人の配偶者等、永住者の配偶者等
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長野県の外国人に関する基礎データ（国・地域別）

• 平成26年(2014年)には、中国、ブラジル、フィリピン、韓国・朝鮮、タイで約８割を占めていたが、近年ベトナム、
インドネシアを筆頭に、アジア諸国が増加傾向にある。

• その他の割合が増加していることから、多国籍化が進んでいることも伺える。
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【現在】
令和６年(2024年)12月末

【10年前】
平成26年(2014年)12月末

合計
46,850人

合計
30,748人

※現在は、「韓国・朝鮮」は「韓国」と「朝鮮」で分けて区分※出典：法務省「在留外国人統計」
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長野県の外国人に関する基礎データ（在留資格別）

• 在留資格別では、永住者や定住者など身分に基づく在留資格者が大半を占めてきたが、近年、技能実習や
特定技能、技術・人文知識・国際業務などが増加している。

• また本県の特徴として、冬季は特定活動が一時的に増加する傾向にある。（冬季リゾート地での就労による）

7

永住者
12,900 
42%

日本人の
配偶者等
3,939 
13%

定住者
3,850 
12%

技能実習（1
号～3号）

2,985 
10%

特別永住者
2,456 
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留学
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4%

家族滞在
832 
3%

特定活動
510 
2%

その他
1,959 
6%

合計
46,850人

合計
30,748人

【現在】
令和６年(2024年)12月末

【10年前】
平成26年(2014年)12月末

※出典：法務省「在留外国人統計」
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長野県の外国人に関する基礎データ（年代別）
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40代
6,618 
14%

50代
6,440 
14%

60代
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80代以上
452 
1%

合計
46,850人

※出典：法務省「在留外国人統計」

合計
30,748人

• 平成26年(2014年)から令和６年(2024年)の10年間で、50代以上の占める割合が増加しており、
外国人においても高齢化が始まりつつあることが伺える。

• また、40代以下の世代では、20代の増加が著しく、10年間で約２倍に増加している。

【現在】
令和６年(2024年)12月末

【10年前】
平成26年(2014年)12月末

年代 人数

０～４ 753

５～９ 823

10~14 944

15~19 1,825

合計 4,345

10代以下の詳細10代以下の詳細

年代 人数

０～４ 873

５～９ 962

10~14 1,024

15~19 1,311

合計 4,169
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長野県の外国人に関する基礎データ（市町村別）

広域 市町村
外国人数

（市町村）【①】

総人口

（市町村）【②】

外国人の割合（市

町村）【①/②】

外国人数・全県の

占める割合（広

域）

広域 市町村
外国人数

（市町村）【①】

総人口

（市町村）【②】

外国人の割合（市

町村）【①/②】

外国人数・全県の

占める割合（広

域）

小諸市 1,211 40,274 3.0 上松町 100 3,775 2.6

佐久市 1,615 96,856 1.7 南木曽町 40 3,572 1.1

小海町 122 4,010 3.0 木祖村 21 2,412 0.9

川上村 501 3,518 14.2 王滝村 10 639 1.6

南牧村 360 2,900 12.4 大桑村 64 3,066 2.1

南相木村 11 888 1.2 木曽町 155 9,709 1.6

北相木村 25 669 3.7 松本市 4,726 237,005 2.0

佐久穂町 104 9,640 1.1 塩尻市 1,499 65,668 2.3

軽井沢町 957 19,948 4.8 安曇野市 1,638 92,801 1.8

御代田町 565 16,433 3.4 麻績村 19 2,311 0.8

立科町 174 6,197 2.8 生坂村 17 1,531 1.1

上田市 4,809 149,869 3.2 山形村 207 8,223 2.5

東御市 724 29,055 2.5 朝日村 60 4,033 1.5

青木村 51 3,868 1.3 筑北村 39 3,788 1.0

長和町 66 5,215 1.3 大町市 714 24,426 2.9

岡谷市 966 45,301 2.1 池田町 104 8,782 1.2

諏訪市 1,670 47,032 3.6 松川村 154 9,541 1.6

茅野市 1,254 55,078 2.3 白馬村 1,754 9,486 18.5

下諏訪町 363 17,991 2.0 小谷村 342 2,679 12.8

富士見町 374 13,796 2.7 長野市 4,746 361,045 1.3

原村 201 7,716 2.6 須坂市 863 48,350 1.8

伊那市 2,038 63,758 3.2 千曲市 1,087 57,525 1.9

駒ヶ根市 876 31,092 2.8 坂城町 631 13,108 4.8

辰野町 470 17,382 2.7 小布施町 96 10,642 0.9

箕輪町 854 24,517 3.5 高山村 109 6,154 1.8

飯島町 305 8,551 3.6 信濃町 200 7,203 2.8

南箕輪村 411 16,179 2.5 小川村 19 2,031 0.9

中川村 78 4,444 1.8 飯綱町 54 9,690 0.6

宮田村 381 8,367 4.6 中野市 1,076 40,447 2.7

飯田市 2,408 93,397 2.6 飯山市 320 17,946 1.8

松川町 206 11,981 1.7 山ノ内町 426 10,587 4.0

高森町 252 12,450 2.0 木島平村 53 4,014 1.3

阿南町 70 3,802 1.8 野沢温泉村 457 3,358 13.6

阿智村 219 5,742 3.8 栄村 25 1,463 1.7

平谷村 3 368 0.8 46,850 1,985,513 2.4 46,850

根羽村 23 778 3.0

下條村 35 3,280 1.1

売木村 8 495 1.6

天龍村 16 991 1.6

泰阜村 21 1,378 1.5

喬木村 64 5,600 1.1

豊丘村 154 6,202 2.5

大鹿村 10 908 1.1

2,357

（5.0％）

7,805

（16.7％）

3,068

（6.5％）

8,205

（17.5％）

390

（0.8％）

長野

北信

合計

諏訪

上伊那

南信州

4,828

（10.3％）

5,413

（11.6％）

3,489

（7.5%）

佐久

上田

木曽

松本

北アルプス

5,645

（12.0％）

5,650

（12.1％）

•市町村別で比較すると、0.6％～18.5％と、在留外国人の割合に差がある。

•白馬村や川上村などは、在留外国人の割合が10％を大きく超えており、全国的にも割
合が高い地域である。

※在留外国人数：法務省 在留外国人統計 令和６年（2024年）12月末時点

※総人口：長野県 毎月人口異動調査 令和６年（2025年）１月1日時点

０％以上１%未満

１％以上２%未満

２％以上３%未満

３％以上５%未満

５％以上

市町村別の在留外国人の割合

※統計の都合上、総人口の合計と、実際の市町村別の合計が一致しない。



①長野県の総人口：198.6万人
※日本人人口は、194.5万人
（令和７年１月１日現在）
出典：長野県統計室 毎月人口異動調査

①長野県の総人口

②長野県の労働力人口
（就業者）

②長野県の労働力人口（就業者）
：111.2万人（2024年平均）
出典：総務省 労働力調査

③長野県の在留外国人：4.7万人
（令和６年12月末現在）
出典：出入国在留管理庁 在留外国人統計

④長野県の外国人労働者：2.8万人
（令和６年10月末現在）
出典：長野労働局 外国人雇用状況の届出状況まとめ

②就業者：111.2万人
④外国人労働者：2.8万人
働いている人に占める外国人比率：約2.5％
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長野県における在留外国人と外国人労働者



永住者等

中長期在留者
（概ね１年～数年）

「インバウンド」（訪日客）

21,858人
・永住者 14,198人
・定住者 3,803人
・日本人の配偶者等 3,335人
・永住者の配偶者等 522人

23,190人
・技術・人文知識・国際業務 3,285人
・高度専門職 83人
・留学 2,045人
・技能実習 6,859人
・特定技能 5,168人
・家族滞在 1,719人
・特定活動 2,709人
・その他 1,322人

別掲

特別永住者
1,802人+

在留資格別人数出典：出入国在留管理庁 在留外国人統計

※平和条約国籍離脱者
及びその子孫

令和６年12月の長野県における在留外国人総数は46,850人
＊「特別永住者」+「永住者等」+「中長期在留者」合計

同 永住的な外国人は23,660人
＊「特別永住者」+「永住者等」

・長野県の総人口（外国人含む）は1,985,513人（令和７年１月１日現在）
出典：長野県統計室 毎月人口異動調査
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人数

滞在期間

イメージ

1,046千人（R5長野県観光入込客統計）

長野県における外国人の状況（令和６年12月末現在）



R6.10長野労働局「外国人雇用状況の届出状況まとめ」を基に労働雇用課作成
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R6.10長野労働局「外国人雇用状況の届出状況まとめ」を基に労働雇用課作成

15

2,559

141

1,785

2,298

3,703

1,456

12,352

27,834

615

1,344

6,745 

701 

535 

4,101 

9 

447 

276 

6 

228 

285 

3,975 

233 

140 

1,791 

50 

416 

332 

119 

111 

452 

4,222 

398 

109 

1,823 

19 

225 

349 

51 

232 

872 

1,049 

13 

19 

236 

8 

105 

412 

5 

45 

61 

3,386 

870 

378 

1,436 

2 

65 

70 

358 

144 

2,870 

4 

65 

1,188 

6 

114 

118 

12 

39 

1,182 

1,001 

80 

53 

287 

12 

38 

130 

184 

177 

471 

4 

61 

71 

37 

33 

1,193 

108 

45 

576 

7 

79 

93 

7 

39 

168 

18 

4 

59 

70 

1 

91 

751 

9 

22 

116 

273 

1,552 

118 

76 

490 

10 

136 

243 

98 

49 

169 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業計

農業・林業

建設業

製造業

情報通信業

卸・小売業

宿泊・飲食

サービス業

教育・学習

支援業

医療、福祉

他に分類されない

サービス業

主な業種別の外国人労働者国籍別割合（長野県R6.10）



①就労目的で在留が認められる者 7,283人
（いわゆる「専門的・技術的分野の在留資格」）

・一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国民生活に与える影響
その他の事情」を勘案して定めることとされている

在留資格 具体例

教授 大学教授等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営・管理 企業等の経営者・管理者

法律・会計業務 弁護士、公認会計士等

医療 医師、歯科医師、看護師

研究 政府関係機関や私企業等の研究者

教育 中学・高校等の語学教師

技術・人文知
識・国際業務

機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、
私企業の語学教師、マーケティング業務従
事者等

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者

介護 介護福祉士

技能
外国料理の調理師、スポーツ指導者、パイ
ロット等

特定技能 特定産業分野（注）の業務従事者

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格

②身分に基づき在留する者 10,286人
（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者（主に日系人）が含まれる）

・これらの在留資格は、在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬を受ける活動が
可能

③技能実習 7,600人
・技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的

・平成22年７月１日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から雇用関係のある
「技能実習」の在留資格が付与されることとなった

・2027年までに「育成就労」に移行

④特定活動 1,135人
（経済協力協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキングホリデー等）

・「特定活動」の在留資格で日本に在留する外国人は、個々の許可の内容により報酬を
受ける活動の可否が決定

出入国管理及び難民認定法上、以下の形態で就労が可能

⑤資格外活動（留学生のアルバイト等） 1,530人
・本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（週28時間以内等）で、相当と認められる場合
に報酬を受ける活動が可能

※長野労働局 外国人雇用状況の届出状況（令和６年10月末時点）による。外国人雇用状況届出制度は、事業主が外国人の雇入れ、離職の際に、氏名、在留資格、在留期間
等を確認したうえでハローワークへ届出を行うことを義務付ける制度（労働施策総合推進法第28条）。特別永住者、在留資格「外交」「公用」の者は対象外

（注）介護、ビルクリーニング、工業製品製造業、建設、造船・舶用
工業、自動車整備、航空、宿泊、自動車運送業、鉄道、農業、漁業、
飲食料品製造業、外食業、林業、木材産業の16分野（２号は介護、自
動車運送業、鉄道、林業、木材産業以外の11分野）
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長野県で就労する外国人のカテゴリー（総数2.8万人の内訳 R6.10末時点）



身分・地位系就労系

専門的・技術的分野の在留資格（技人国・特定技能を除く）651人
※在留資格「教授」「芸術」「宗教」「報道」「高度専門職１号・２号」「経営・管理」
「法律・会計業務」「医療」「研究」「教育」「企業内転勤」「介護」「興行」「技能」

技術・人文知識・国際業務
（技人国）
2,748人

←ブルーカラー的（現場人材） ホワイトカラー的（高度人材）→

特定技能
3,884人

（２号）
上限なし

（１号）
上限

通算５年

永住者 6,206人
日本人の配偶者等 1,780人
永住者の配偶者等 212人
定住者 2,088人

計 10,286人

←

ス
キ
ル
レ
ベ
ル

長野県における外国人労働者は2.8万人 ※ただし特別永住者は含まない

資格外活動（留学） 1,205人

特定活動 1,135人
※ワーキング・ホリデー、経済連携協定に基づく
外国人看護師・介護福祉士候補者等

出典：長野労働局 外国人雇用状況の届出状況

技能実習
7,600人
上限５年

資格外活動（その他） 325人

※在留中の活動に制限がないため、
さまざまな分野で報酬を受ける活動が可能

計 17,548人
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長野県における在留資格別就労者分布（R6.10末時点）



※永住者、定住者、
日本人の配偶者等

R6主な在留資格

R6.10長野労働局「外国人雇用状況の届出状況まとめ」を基に労働雇用課作成
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主な国籍別の外国人労働者の在留資格別人数（長野県R6.10）
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